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はじめに 

 

令和７年度は、大阪関西万博や国スポ・障スポなどの明るい話題があった一方で、海外諸

国での紛争、気候変動、クマ被害などに加え、米をはじめとした物価高騰といった生活上の

問題が連鎖的に生じました。子どもの物心両面にわたる日常生活への影響が懸念されます。 

このように子どもたちを取り巻く環境が日々変化する中、いじめ対策推進室（「おおつっこ

相談チーム」）の活動から見えてきたのは、不安や悩みを身近な人に相談できず、家庭や学校、

地域に安心・安全な居場所も見つけられないまま苦しい毎日を過ごしている子どもたちの姿

であり、彼らの心情に気づかなかったり、対応に苦慮していたりする大人たちの姿でした。

そして、それらのＳＯＳの受け皿の一つとして「おおつっこ相談」が機能しているというこ

とでした。中でも印象的だったのは「おおつっこ相談チーム」による「継続的なチーム支

援」と、そのための「連携・協働関係への働きかけ」です。 

いじめや人間関係によって傷ついた心や自信の喪失、不安は、「いじめ」等がなくなってか

らも回復に時間を要します。そのような状況をふまえて「おおつっこ相談チーム」は、個々

の子どもの状況に応じて、子どもが一歩また一歩、自ら歩き出し、自然な流れの中で巣立っ

ていくまで、子どもの居場所となりながら伴走し、学校や教育委員会、関係機関との調整に

も尽力しました。現状、このような支援機関こそ、不安の中にいる子どもや保護者に必要な

のではないかと思います。 

「大津の子どもをいじめから守る委員会」も、これまでと同様「おおつっこ相談チーム」

をサポートすべく、子どもたちの最善の利益の保障を念頭に、委員それぞれの専門性を出し

合って支援のあり方を検討し助言や支援を行ってきました。また、必要に応じて学校現場に

も足を運び、あるいは市内の教員研修の講師を務め、行政の方々との懇談の機会を得るなど

の取り組みを推進してきました。 

これらの取り組みが実現したのは、相談調査専門員のコーディネートによって、教育委員

会や子どもに関わる行政のみなさまとの信頼関係や協力体制が構築されたからだと思います。

守る委員会を代表して関係者のみなさまには、心より感謝申し上げます。 

そして今後も、「大津の子どもたち」のために、支援の輪を広げ、絆を強めていけますよう、

よろしくお願いいたします。 
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Ⅰ 大津の子どもをいじめから守る委員会の設置経緯等 

 

１ 設置の経緯 

 

 本市では、平成２３年１０月に、いじめを受けた市立中学校の男子生徒が自ら命を絶つという悲

しく痛ましい事件が起こりました。 

 

 その後、当該事件に係るいじめの事実関係の調査及び自殺の原因、学校の対応等についての考察

等を行うため、大津市立中学校におけるいじめに関する第三者調査委員会（以下この項において

「第三者調査委員会」といいます。）が設置されました。 

 

 第三者調査委員会から、学校又は教育委員会による調査には公正性や中立性に疑義が生じるとと

もに、救済を求めた子どもを徹底して守り、サポートするシステムが不可欠であると指摘があった

ことから、大津市においては、当該事件の教訓を踏まえ、既存の取組の枠を超えた包括的ないじめ

対策のシステムづくりが急がれることとなりました。 

 

 そのような状況のもと、大津市議会において議員提案により大津市子どものいじめの防止に関す

る条例（平成２５年条例第１号。以下「条例」といいます。）が制定され、平成２５年４月１日か

ら施行されました。 

 

この条例において、いじめの防止に係る基本理念、いじめの防止に関する施策の基本となる事項

等に加え、相談等を受けたいじめについて必要な調査、調整等を行うため、外部の委員で構成する

大津の子どもをいじめから守る委員会（以下「守る委員会」といいます。）を設置することが定め

られました。 

 

 この条例は、理念にとどまらず、市において取り組む具体的な施策を定めるなど実効性を伴う内

容となっていますが、なかでも、外部委員で構成される守る委員会を、教育委員会ではなく市長が

設置するとしたことに意義があり、第三者調査委員会が示唆したとおり、学校を含む教育委員会と

は別に、市長の附属機関である守る委員会が本市におけるいじめ対策のシステムの中核を担うこと

となりました。 
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２ 役 割 

 

守る委員会は、市長の附属機関としてその諮問に応じるほか、相談等のあったいじめ事案に係る

審査や関係者との調整などの実施に加え、市長に対して再発防止及びいじめ問題の解決を図るため

の方策の提言等を行うことができます。このように、守る委員会は、相談等のあったいじめの解決

やいじめの防止対策に資するよう、条例の定める範囲で自主的な活動を行う合議体として位置づけ

られました。 

 

さらに、市長部局に相談等のあったいじめ事案に限らず、学校を含む教育委員会に相談等のあっ

たいじめ事案についても、教育委員会から市長部局に報告を受け、いじめに関し各窓口に寄せられ

た情報を一元的に集約しており、それら事案についても検証する役割を守る委員会が担っていると

いえます。 

 また、守る委員会が調査等の結果の報告を行った場合には、市長は、必要があると認めるときは、

関係者に対して是正の要請を行うことができます。例えば、相談等のあったいじめ事案について守

る委員会が調整などをした結果、当該いじめへの対応や現行の取組・体制に不備があるような場合

には、市長にその旨を報告した上、市長から、当該不備を是正するよう関係者に求めることとなり

ます。 

 

 守る委員会は、本市のいじめ対策の取組においてこのような役割を担っており、本市におけるい

じめの抑止・防止のためのセーフティネットの要として機能することが求められているといえます。 

 

 守る委員会と市長その他の執行機関等の関係は、次のとおりとなります。 
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３ 組織等 

    

守る委員会の組織等及び会議については、条例及び大津市子どものいじめの防止に関する条例施

行規則（平成２５年規則・教育委員会規則第１号。以下「規則」といいます。）に定められていま

す。 

 

守る委員会は、①臨床心理士等子どもの発達及び心理等についての専門的知識を有する者、②学

識経験を有する者、③弁護士の５人以内の委員で組織される常設の合議体です。相談等のあったい

じめ事案に関し、心理学や教育学等からのアプローチに加え、法的な観点も含めて、いじめ事案に

係る関係者の支援ができるよう構成されています。 

 

 令和７年度の委員の構成は、次のとおりです。（委員の要件を①～③で表示） 

氏 名 所属団体・役職等 備 考 

② 佐々木 千  里 
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ・ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、社会福祉士 

立命館大学非常勤講師 
委員長 

① 徳 田 仁 子 臨床心理士、公認心理師、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ  

① 松 嶋 秀 明 
臨床心理士、公認心理師 

滋賀県立大学人間文化学部人間関係学科教授 
副委員長 

③ 宮  本  向日葵 弁護士（滋賀弁護士会）  

② 山 岡 雅 博 （元）立命館大学大学院教職研究科教授  

※所属団体・役職等は、令和７年度時点のものです。 

 委員の任期は、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの２年間となります。 

 

 守る委員会は、委員長（会務を総理し、委員会を代表します。）及び副委員長を委員の互選によ

り定めることとされており、令和７年度は、学識経験者である佐々木委員が委員長を、臨床心理士

である松嶋委員が副委員長を務めました。 

 

 守る委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となります。会議は、委員５人の過半数である

３人以上の出席をもって定足数を満たします。また、議事にあっては、出席した委員の過半数で決

することとされています。会議には、委員及び事務局のほか、必要があると認めるときは会議に関

係者の出席を求め、その意見を聴くことができることとされています。 

 

 また、守る委員会の会議は、審議の性質上、非公開とされていますが、本市の情報公開の制度に

おいて非公開事由に該当しない事項についての審議で、委員長が認めた場合に限り、例外的に公開

することができることとされています。 
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 守る委員会の庶務を担当するいじめ対策推進室、いじめ事案に関する相談等への対応等に関する

事務を処理する相談調査専門員についても、規則に定められています。 

 

 いじめ事案に関する相談等への対応などの事務を担当する職員として、臨床心理士などの相談調

査専門員がいじめ対策推進室に専属で配置されています。 

 

 相談調査専門員は、子どもや保護者等からの直接相談に応じ、守る委員会で審議するいじめ事案

のケース担当者としてその任に当たるとともに、児童生徒支援課を通じて学校からのいじめ事案に

関する速報を受理し、適宜、児童生徒支援課との協議を行っています。 

 

 守る委員会は、相談調査専門員に助言等を行うなかで、相談調査専門員による子どもや家庭に対

する円滑な助言・支援、解決に向けた調整などに取り組んでいます。 

 

 守る委員会を含む大津市のいじめ対策に関わる各組織の連携の仕組みは、次のとおりです。 

 

 

第３期大津市いじめの防止に関する行動計画（大津市いじめ防止基本方針）より 
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Ⅱ 相談対応等の実績 

 

守る委員会が調査等を行ういじめ事案については、いじめ対策推進室の相談調査専門員が相談等

を受けたものであり、この章の内容は、その相談対応等の実績について、いじめ対策推進室が取り

まとめ、守る委員会に報告があったものです。 

 相談調査専門員は、子どもや保護者等からの直接相談のほか、市立小中学校が教育委員会へ報告

したいじめ事案に関する報告を受け、必要な事実確認や解決を図るための方策を検討するとともに、

必要に応じて守る委員会へ報告し、子どもの安心・安全を確保するための支援方針等のアドバイス

を受けています。 

また、相談調査専門員は、子どもの人権や心理、発達等の専門的な観点を活かして、子どもや保

護者等からの相談に対応していますが、いじめの解消に向けた支援だけでなく、いじめ防止に関わ

る広報・啓発活動などにも取り組んでいます。 

こういった活動は、平成２５年、いじめ対策推進室に「おおつっこほっとダイヤル」という相談

専用の電話を設置して始まり、令和７年度は、開設から１３年目となりました。いじめ対策推進室

は、子どもから直接相談を受ける窓口となることから、子どもに身近な存在として認識してもらえ

るよう、普段から「おおつっこ相談チーム」という名称を用いて活動しています。ここでは、「困

った時には相談できるところがある。」ということを子どもに知ってもらうため、これまで「おお

つっこほっとダイヤルカードの配布」をはじめ、様々な広報・啓発活動を行ってまいりました。こ

のような取組により、今では電話相談のほか、面談、手紙、メールなどで沢山の相談が寄せられて

います。以下は、その相談状況について整理したものです。 
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１ 相談等統計 

 

（１） 相談対応回数等  

 

① 相談対応回数等の推移 

 

  令和７年度は事案数（初回相談等件数）が１８８件となり、過去４番目に多い件数となりまし

た。 

 延べ対応回数は１，４８２回で、令和元年度の１，３２５回を超え、過去最多となりました。

１件当たりの平均対応回数は７．８８回と過去４番目に多く、１００回以上対応したものが２件、

１件の最高対応回数は過去最多の３８０回となりました。 

表１ 相談対応回数等推移 

事案数(初回相談
等件数)(件)

延べ対応回数
(回)

平均対応回数
(回)

最高対応回数
(回)

100回以上対応
件数(件)

平成25年度 183 650 3.55 46 0
平成26年度 151 745 4.93 82 0
平成27年度 153 1,030 6.73 158 1
平成28年度 172 932 5.42 95 0
平成29年度 182 1,040 5.71 152 2
平成30年度 207 866 4.18 88 0
令和元年度 224 1,325 5.92 126 1
令和２年度 123 1,163 9.46 150 1
令和３年度 94 1,014 10.79 215 3
令和４年度 137 1,229 8.97 169 4
令和５年度 136 936 6.88 173 2
令和６年度 200 1,071 5.36 233 2
令和７年度 188 1,482 7.88 380 2  

図１ 相談対応回数等推移
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② 月別相談対応回数等 

 

令和７年度の月別の事案数については、１１月の３０件が最多となりました。これは、手紙

相談の用紙を１０月下旬に配布したことによる影響が考えられます。 

また、月別の延べ対応回数については、３月の２１７回が最多となりました。こちらについ

ては、年度替わりの環境の変化などを考慮し、電話や手紙などで子どもたちの様子を確認するな

どのフォローアップを３月に行ったことが影響していると考えられます。 

 

図２ 令和７年度 相談対応回数等（月別） 

 

※４月の事案数には前年度からの継続事案も含まれています。 
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③ 相談等の対象となる子どもの学齢別相談対応回数等 

 

 令和７年度は、中学生が相談等の対象となった延べ対応回数、割合がともに直近５年間で最大

となりましたが、これは中長期的に継続して対応した中学生の事案が複数あったことによる影響

が大きいと考えられます。 

一方、小学校高学年の割合は２割強となり、直近５年間で最小となりました。 

表２ 相談等の対象となる子どもの学齢別延べ対応回数推移 

就学前
小学校
低学年

小学校
高学年

中学生
高校生・
中卒後

18歳以上 その他 計(回)

令和３年度 0 125 619 213 38 5 14 1,014
令和４年度 1 245 371 461 137 0 14 1,229
令和５年度 4 248 453 187 32 1 11 936
令和６年度 1 114 433 476 29 2 16 1,071
令和７年度 15 220 348 841 44 0 14 1,482  

 

図３ 相談等の対象となる子どもの学齢別延べ対応回数内訳 

 

※割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が１００％とならない場合がある。 

以下の図表において全て同じ。 
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相談等の相手方 

 

① 相談等の相手方別相談対応回数等 

 

 令和７年度は、子ども、学校・関係機関等を相手方とする相談等について、延べ対応回数が直

近５年間で最大となりました。これは、学校を含む各関係機関と緊密に連携し、各事案に対して

より丁寧に対応を行ったことが要因の一つとして考えられます。 

表３ 令和７年度 相談等の相手方別延べ対応回数 

就
学
前

小
学
校

低
学
年

小
学
校

高
学
年

中
学
生

高
校
生
・

中
卒
後

1
8
歳
以
上

学
齢
不
明

親
親
以
外

の
親
族

教
職
員

教
育
委
員
会

職
員

そ
の
他

行
政
職
員

2 88 140 199 20 1 6 326 17 176 351 140

0.1% 5.9% 9.4% 13.4% 1.3% 0.1% 0.4% 22.0% 1.1% 11.9% 23.7% 9.4%

計

456 343
1,482

30.8% 23.1% 45.0%
1.1% 100.0%

667
16

学校・関係機関等

市
民
等

延べ対応
回数(回)

割合

子ども 保護者等

 

表４ 相談等の相手方別延べ対応回数推移 

子ども 保護者等
学校・

関係機関等
市民等 計

令和３年度 181 432 387 14 1,014
令和４年度 344 474 404 7 1,229
令和５年度 271 378 277 10 936
令和６年度 384 209 474 4 1,071
令和７年度 456 343 667 16 1,482  

図４ 相談等の相手方別延べ対応回数内訳
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② 相談等の初回相手方別事案数等 

令和３年度から令和５年度まで５割前後の割合で推移していた、相談等の初回相手方に占め

る子どもの割合は、令和６年度に続いて７割以上となりました。これは後述するメールフォーム

による相談件数の増加の影響が大きいと考えられます。 

表５ 令和７年度 相談等の初回相手方別事案数 

就
学
前

小
学
校

低
学
年

小
学
校

高
学
年

中
学
生

高
校
生
・

中
卒
後

1
8
歳
以
上

学
齢
不
明

親
親
以
外

の
親
族

教
職
員

教
育
委
員
会

職
員

そ
の
他

行
政
職
員

0 30 56 39 4 1 6 44 3 0 1 3

0.0% 16.0% 29.8% 20.7% 2.1% 0.5% 3.2% 23.4% 1.6% 0.0% 0.5% 1.6%
割合 0.5% 100.0%

72.3% 25.0% 2.1%

事案数(初回相談
等件数)(件)

1 188
136 47 4

計

子ども 保護者等 学校・関係機関等

市
民
等

 

表６ 相談等の初回相手方別事案数推移 

子ども 保護者等
学校・

関係機関等
市民等 計

令和３年度 42 40 8 4 94
令和４年度 70 57 8 2 137
令和５年度 69 54 7 6 136
令和６年度 148 41 8 3 200
令和７年度 136 47 4 1 188  

図５ 相談等の初回相手方別事案数内訳 
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③ 当事者である子どもとの直接の関わり 

 

 令和７年度は、相談対応を行うなかで、当事者である子ども本人と直接関わりをもつこと（子

ども本人と電話で話をした、子ども本人からの手紙を受信したなど）ができたのは事案数１８８

件のうち１４８件でした。このうち、１３６件は初回相談等が子どもからであったものです。 

事案数に占める子どもと直接関わることができた割合は、令和６年度と同様に高い水準にあ

ります。このことは、おおつっこ相談チームが行っている広報・啓発活動や相談方法の整備等に

より、子どもたちが相談しやすい窓口となっているものと考えられます。 

表７ 当事者である子どもとの直接の関わり推移 

事案数
(初回相談等
件数)(件)

初回相談等
の相手方が
子ども(件)

当事者である
子どもとの

直接の関わり
あり(件)

割合

令和３年度 94 42 50 53.2%
令和４年度 137 70 79 57.7%
令和５年度 136 69 86 63.2%
令和６年度 200 148 160 80.0%
令和７年度 188 136 148 78.7%  

図６ 当事者である子どもとの直接の関わり推移 
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直接関わりを持った子どもの学齢については、令和４年度以降は小学校高学年が最も多くな

っています。令和６年度からは中学生の割合が増え、小学校低学年の割合が減少しており、令和

７年度についても同様の傾向が窺えます。 

表８ 直接関わりをもった子どもの学齢別事案数推移 

就学前
小学校
低学年

小学校
高学年

中学生
高校生・
中卒後

18歳以上 学齢不明 計

令和３年度 0 13 11 16 6 2 2 50
令和４年度 0 22 34 12 7 0 4 79
令和５年度 0 27 37 14 6 0 2 86
令和６年度 0 34 73 40 3 0 10 160
令和７年度 0 33 61 43 5 0 6 148  

図７ 直接関わりをもった子どもの学齢別事案数内訳 
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（３）相談等の方法 

 

おおつっこ相談チームでは、主に面談、電話、手紙、メールの４つの方法で相談対応を行っ

ています。 

面談は延べ対応回数の３割強でした。令和６年度より５ポイント増加しました。 

電話は延べ対応回数の５割弱でした。令和６年度に引き続き５割を下回りました。 

手紙は延べ対応回数の１割強でした。これは令和４年度以降同様の傾向です。 

メールは延べ対応回数の１割弱でした。令和６年度と比べて割合は減少したものの、回数は

増加しました。 

 

表９ 相談等の方法別延べ対応回数推移 

面談 電話 手紙 メール 計
令和３年度 366 602 42 4 1,014
令和４年度 364 695 136 34 1,229
令和５年度 267 520 113 36 936
令和６年度 303 513 133 122 1,071
令和７年度 494 700 157 131 1,482  

図８ 相談等の方法別延べ対応回数内訳 
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月別の各方法における延べ対応回数です。 

例年、６月・１０月のいじめ防止啓発月間における広報・啓発活動の後、対応が増加する傾

向にありますが、令和７年度は特に３月の増加が顕著でした。 

表１０ 令和７年度 相談等の方法別延べ対応回数（月別）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
面談 33 13 31 27 29 31 56 61 32 48 56 77 494
電話 43 28 47 21 56 39 81 81 62 65 68 109 700
手紙 6 7 6 7 5 5 18 45 15 7 16 20 157
メール 5 12 19 9 10 8 17 9 12 10 9 11 131
計 87 60 103 64 100 83 172 196 121 130 149 217 1,482  

 

図９ 令和７年度 相談等の方法別延べ対応回数（月別） 
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各方法における延べ対応回数を子ども・大人別に示します。 

子どもについては、手紙とメールだけで合わせて延べ対応回数の６割弱を占めています。 

一方、大人では、面談と電話がほとんどで、合わせて９７％以上となっています。 

表１１ 令和７年度 相談等の方法別延べ対応回数（子ども・大人別） 

面談 電話 手紙 メール 計
子ども 137 54 154 111 456
大人 357 646 3 20 1,026
計 494 700 157 131 1,482  

図１０ 令和７年度 相談等の方法別延べ対応回数内訳（子ども・大人別） 
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① 面談 

 

おおつっこ相談チームでは、電話や手紙、メールで受け付けた相談についても、可能な限り

相手、特に相談等の対象となる子どもと直接出会い、話すことができるよう努めています。生身

の人間同士が触れ合うことで感知できる表情、声、話し方、身体の動きなどの様々な情報が、相

手の心情を理解するために有効であり、「子どもの声を聴く」相談対応においては、これらを含

むコミュニケーションが大変重要となります。 

また、子どもの想いを丁寧に確認するため、複数回の面談が必要になることがありますが、

子どもに過度な負担をかけないよう、子ども自身が会いやすい場所で面談を実施するようにして

います。南北に長い本市の地理的事情もあり、必要に応じて市民センターや児童館などでの面談

も行っています。 
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各面談場所における延べ対応回数について、相手方別に示します。 

子どもや保護者の面談場所は、明日都浜大津の相談室での面談が８割以上となっています。 

一方、学校・関係機関等においては、学校や行政機関など相手方での面談が一定数あります。

また、面談の延べ対応回数の４割近くが、学校・関係機関等を相手方として行ったものです。 

表１２ 令和７年度 面談場所別延べ対応回数（相手方別） 

相談室
(明日都)

学校
市民

センター
児童ｸﾗﾌﾞ
・児童館

公園 行政機関 その他 計

子ども 111 5 2 11 0 7 1 137
保護者等 143 2 4 2 0 17 1 169

学校・関係機関等 93 39 12 3 0 38 0 185
市民等 0 0 1 0 0 0 2 3
計 347 46 19 16 0 62 4 494  

図１１ 令和７年度 面談場所別延べ対応回数内訳（相手方別） 
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② 電話 

 

おおつっこ相談チームでは、フリーダイヤルの相談専用電話「おおつっこほっとダイヤル」

を設けて、電話対応を行っています。学校からの配布物や市の広報誌を通じて、「おおつっこほ

っとダイヤル」を、より多くの子どもたちや市民等へ周知するよう努めています。 

 

電話相談は、いじめ防止啓発月間以降の２学期（１０、１１、１２月）や年度末（３月）に、

延べ対応回数が入電・架電ともに多くなる傾向があります。子どもとの電話は全体の１割弱に留

まっており、保護者等の電話が２割強、学校・関係機関等との電話が７割近くを占めています。

なお、子どもとの電話の９割近くが入電である一方、保護者等との電話における入電の割合は７

割強、学校・関係機関等との電話では約５割となっています。 

表１３ 令和７年度 入電・架電別延べ対応回数（月別） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
入電 33 23 35 15 26 27 42 39 33 33 41 61 408
架電 10 5 12 6 30 12 39 42 29 32 27 48 292
計 43 28 47 21 56 39 81 81 62 65 68 109 700  

表１４ 令和７年度 入電・架電別延べ対応回数（相手方別） 

就
学
前

小
学
校

低
学
年

小
学
校

高
学
年

中
学
生

高
校
生
・

中
卒
後

1
8
歳
以
上

学
齢
不
明

親
親
以
外

の
親
族

教
職
員

教
育
委
員
会

職
員

そ
の
他

行
政
職
員

0 7 9 22 9 0 1 101 15 66 118 53

0 1 0 5 0 0 0 42 1 70 102 67

0 8 9 27 9 0 1 143 16 136 220 120

計

子ども 保護者等 学校・関係機関等

市
民
等

架電

計

4

237

239

476

116

43

159

入電 7 408

292

11 700

48

6

54  
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③ 手紙 

 

おおつっこ相談チームでは、毎年、手紙相談の用紙を子どもたちに配布しており、手紙での

相談も寄せられます。特に子どもたちは、「電話ではちょっと話しにくい。」「電話をかける環境

が整っていない。」という悩みを抱えていることも少なくありません。そのような子どもたちに

とって、手紙は自分の思いを伝えるための大切な方法となっています。 

 

手紙相談の用紙を配布した１０月末以降、延べ対応回数は受信・発信ともに増加しています。

受信回数は小学校低学年、小学校高学年の順に多くなっており、中学生は比較的少なくなってい

ます。 

なお、メールフォームで受け付けた相談への返信として、手紙を使用することが多いため、

発信回数が受信回数より多くなっています。 

表１５ 令和７年度 手紙受信・発信別延べ対応回数（月別） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
受信 2 2 2 0 0 1 6 22 5 2 6 4 52
発信 4 5 4 7 5 4 12 23 10 5 10 16 105
計 6 7 6 7 5 5 18 45 15 7 16 20 157  

表１６ 令和７年度 手紙受信・発信別延べ対応回数（相手方別） 

就
学
前

小
学
校

低
学
年

小
学
校

高
学
年

中
学
生

高
校
生
・

中
卒
後

1
8
歳
以
上

学
齢
不
明

親
親
以
外

の
親
族

教
職
員

教
育
委
員
会

職
員

そ
の
他

行
政
職
員

0 21 20 9 0 0 1 1 0 0 0 0

0 23 39 41 0 0 1 0 1 0 0

0 44 59 50 0 0 1 2 0 1 0 0

受信 52
51 1

子ども 保護者等

計

学校・関係機関等

市
民
等

0
0

計 157
154 2

発信 105
103 1

0
1

1
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また、手紙相談の用紙には、返信の希望の有無を記入することができます。手紙相談の受信

回数５２回のうち、全体の８割以上が手紙での返信を希望しています。 

図１２ 令和７年度 返信希望（手紙相談用紙） 
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④ メール 

 

おおつっこ相談チームでは、電話や手紙では相談しにくい子どもたちの声を受け止めるため、

令和６年６月末から、市のホームページに相談専用のメールフォームを設置し、相談の受付を開

始しています。このメールフォームは、子どもたちに貸与される学習用タブレット端末からもア

クセスすることができます。 

 

メールの受信・発信状況については、延べ対応回数のほとんどが受信となっています。これ

は、メールフォームが受付専用であり、返信は原則手紙又は電話で行うこととしているためです。 

令和７年度は、１２３回の相談メールを受信しました。その相手方のほとんどは子どもであ

り、手紙相談と同様、子どもたちの声を受け止めるツールの１つとなっています。小学校高学年、

中学生の順に延べ対応回数が多く、小学校低学年は比較的少なくなっています。 

表１７ 令和７年度 メール受信・発信別延べ対応回数（月別） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
受信 5 10 19 9 10 8 14 9 11 10 7 11 123
発信 0 2 0 0 0 0 3 0 1 0 2 0 8
計 5 12 19 9 10 8 17 9 12 10 9 11 131  

表１８ 令和７年度 メール受信・発信別延べ対応回数（相手方別） 

就
学
前

小
学
校

低
学
年

小
学
校

高
学
年

中
学
生

高
校
生
・

中
卒
後

1
8
歳
以
上

学
齢
不
明

親
親
以
外

の
親
族

教
職
員

教
育
委
員
会

職
員

そ
の
他

行
政
職
員

0 7 54 46 0 0 4 9 0 1 0 1

0 0 0 0 0 0 0 4 0 2 1 0

0 7 54 46 0 0 4 13 0 3 1 1

子ども

計

受信 123
111

保護者等 学校・関係機関等

市
民
等

1
9 2

発信 8
0

計 131
111

2
13 5

1
4 3
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手紙相談と同様にメールフォームでも、返信の希望の有無を入力します。子どもからのメー

ルフォームによる相談受付１１１回における返信の希望状況を見てみると、全体の半数近くが返

信を希望しておらず、返信を希望する５９回のうち、６回が電話、５３回が手紙での返信を希望

しており、手紙が９割近くを占めています。 

図１３ 令和７年度 返信希望（メールフォーム） 
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（４）相談等の内容 

 

① 相談等の初回主訴 

 

初回相談等における主訴について、いじめといじめ以外の事案に分けて見ると、令和２年度

以降、いじめを主訴とする初回相談等の割合は、５～６割で推移しており、令和７年度は６割弱

となっています。 

表１９ 相談等の初回主訴別事案数推移 

いじめ いじめ以外 計
令和３年度 51 43 94
令和４年度 79 58 137
令和５年度 68 68 136
令和６年度 120 80 200
令和７年度 107 81 188  

図１４ 相談等の初回主訴別事案数内訳 
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② いじめを主訴とする初回相談等の内容 

 

 いじめを主訴とする初回相談等の内容については、令和３年度以降、「ひやかし・からかい・

悪口・脅し文句・嫌なことを言われる」が最も多くなっており、いじめを主訴とする初回相談等

全体の４～５割で推移しています。 

また、令和７年度は、「嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりす

る」が２２．４％と昨年度から１０ポイント以上増加した一方で、「仲間はずれ、集団による無

視をされる」は１１．２％と昨年度から約１７ポイント減少しました。 

表２０ 令和７年度 いじめを主訴とする初回相談等の内容 

ひ
や
か
し
・
か
ら
か
い
・
悪
口
・

脅
し
文
句
・
嫌
な
こ
と
を
言
わ
れ

る 仲
間
は
ず
れ
、

集
団
に
よ
る
無
視

を
さ
れ
る

軽
く
ぶ
つ
か
ら
れ
た
り
、

遊
ぶ
ふ

り
を
し
て
叩
か
れ
た
り
、

蹴
ら
れ

た
り
す
る

ひ
ど
く
ぶ
つ
か
ら
れ
た
り
、

叩
か

れ
た
り
、

蹴
ら
れ
た
り
す
る

金
品
を
た
か
ら
れ
る
（

恐
喝
）

金
品
を
隠
さ
れ
た
り
、

盗
ま
れ
た

り
、

壊
さ
れ
た
り
、

捨
て
ら
れ
た

り
す
る

嫌
な
こ
と
や
恥
ず
か
し
い
こ
と
、

危
険
な
こ
と
を
さ
れ
た
り
、

さ
せ

ら
れ
た
り
す
る

パ
ソ
コ
ン
や
携
帯
電
話
で
、

誹
謗

中
傷
や
嫌
な
こ
と
を
さ
れ
る

そ
の
他

計

事案数(初回相談
等件数)(件)

50 12 10 4 1 1 24 4 1 107

割合 46.7% 11.2% 9.3% 3.7% 0.9% 0.9% 22.4% 3.7% 0.9% 100.0%
対全体割合※ 26.6% 6.4% 5.3% 2.1% 0.5% 0.5% 12.8% 2.1% 0.5% 56.9%

※全体事案数(初回相談等件数): 188 件に対する割合  

図１５ いじめを主訴とする初回相談等の内容内訳 
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③ いじめ以外を主訴とする初回相談の内容 

 

 いじめ以外を主訴とする初回相談等の内容については、令和７年度は「家族関係」が増加し、

全体の約２割を占めて「交友関係」とともに最多となりました。 

また、「教員等の指導」及び「学校園の対応」という学校に関する相談が、合わせて２割弱と

なりました。 

表２１ 令和７年度 いじめ以外を主訴とする初回相談等の内容 

交
友
関
係

(

い
じ
め
以
外

)

不
登
校

非
行

心
身

教
員
等
の
指
導

学
校
園
の
対
応

行
政
対
応

子
育
て

家
族
関
係

虐
待

学
業

そ
の
他

計

事案数(初回相談
等件数)(件)

16 4 1 11 11 4 3 2 16 3 6 4 81

割合 19.8% 4.9% 1.2% 13.6% 13.6% 4.9% 3.7% 2.5% 19.8% 3.7% 7.4% 4.9% 100.0%
対全体割合※ 8.5% 2.1% 0.5% 5.9% 5.9% 2.1% 1.6% 1.1% 8.5% 1.6% 3.2% 2.1% 43.1%
※全体事案数(初回相談等件数): 188 件に対する割合  

図１６ いじめ以外を主訴とする初回相談等の内容内訳 
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④ 相談等の副次的な訴え 

 

 主訴のいじめ・いじめ以外の別に関わらず、相談等の副次的な訴えの内容も多岐にわたり、

様々な問題が複雑に絡み合っています。相談等の３割強が「学校園の対応」について訴えており、

「教員等の指導」を合わせると学校に関する相談が４割以上となっています。 

表２２ 令和７年度 相談等の副次的な訴え 

交
友
関
係

(

い
じ
め
以
外

)

不
登
校

非
行

心
身

教
員
等
の
指
導

学
校
園
の
対
応

行
政
対
応

子
育
て

家
族
関
係

虐
待

学
業

そ
の
他

該
当
な
し

計

延べ対応
回数(回)

68 95 1 175 79 530 11 16 75 54 17 0 361 1,482

割合 4.6% 6.4% 0.1% 11.8% 5.3% 35.8% 0.7% 1.1% 5.1% 3.6% 1.1% 0.0% 24.4% 100.0%  
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⑤ 相談等の相手方と主訴の相手方との関係性 

 

相談等の相手方と主訴の相手方との関係性別に見てみると、主たる関係性では、子ども同士

の関係が５割以上を占める一方で、副次的な関係性では、「子どもと保護者等との関係」が４割

弱、「保護者等と学校園との関係」が２割弱を占めています。 

表２３ 令和７年度 相談等の相手方と主訴の相手方との関係性別延べ対応回数 

学
校
に
お
け
る

子
ど
も
同
士
の
関
係

学
校
外
に
お
け
る

子
ど
も
同
士
の
関
係

777 21

41 1

子ども同士
の関係

主たる
関係性
副次的な
関係性

798

42

子
ど
も
と
学
校
園

と
の
関
係

計

131 217 309 0 2 0

該
当
な
し

そ
の
他

夫
婦
・
親
族
間
の
関
係

保
護
者
間
の
関
係

保
護
者
等
と
行
政

機
関
等
と
の
関
係

1,4825122

保
護
者
等
と
学
校
園

と
の
関
係

子
ど
も
と
保
護
者
等

と
の
関
係

0211230572111

3 22 1,482

 

 

 また、相談等の相手方が子どもである場合の主訴の相手方との関係性別に見てみると、主たる

関係性の６割弱が子ども同士の関係ですが、「子どもと学校園との関係」及び「子どもと保護者

等との関係」がそれぞれ１割強、「保護者等と学校園との関係」が１割弱と一定数ありました。 

表２４ 令和７年度 相談等の相手方が子どもの場合の主訴の相手方との関係性別延べ対応回数 

学
校
に
お
け
る

子
ど
も
同
士
の
関
係

学
校
外
に
お
け
る

子
ど
も
同
士
の
関
係

264 4

11 1

子ども同士
の関係

子
ど
も
と
学
校
園

と
の
関
係

子
ど
も
と
保
護
者
等

と
の
関
係

保
護
者
等
と
学
校
園

と
の
関
係

主たる
関係性

60 65 41 0 20 456
268

保
護
者
間
の
関
係

夫
婦
・
親
族
間
の
関
係

そ
の
他

該
当
な
し

計

保
護
者
等
と
行
政

機
関
等
と
の
関
係

0 0

0 0 2

副次的な
関係性

37 91 10
12

0 0 306 456
 

 

 

 



28 

 

２ 【おおつっこ相談チーム】の広報・啓発活動 

 

おおつっこ相談チームでは、子どもに「困った時には相談できるところがある。」ということを知ってもら

うために、「いつでもあなたの話を聴くよ。」「一人で悩まないで。」というメッセージを込め、以下のような

広報・啓発活動を行っています。 

 

 

（１） 広報・啓発ツールの配布 

 

① おおつっこほっとダイヤルカード 

 

令和７年度は、いじめ防止啓発月間である６月に学校の協力を得て、大津市立小中学校だけでなく、

市内小中学校の全学年を対象に「おおつっこほっとダイヤル」のカードを配布しました。 

 

  

【小学生用】                         【中学生用】  
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② おおつっこ手紙相談 

 

令和７年度は、いじめ防止啓発月間である１０月に学校の協力を得て、市内の小学校の全学年を対

象に「おおつっこ手紙相談」の用紙を配布し、市内の中学校には、生徒数に応じて１０～５０枚を配布しま

した。そのほか、市民センターや市内のフリースクールにも配布しています。 

手紙相談の用紙は、子どもがＳＯＳを発信しやすいよう、内側に相談内容を書いて三つ折にして封を

すれば、切手を貼らずにそのまま投函できるようになっています。子どもが「返信がほしい」と希望してい

る場合は、相談調査専門員が返事を書き、およそ１週間以内には子どもの手元に返事が届くようにして

います。 

手紙相談の用紙の一部には、「おおつっこほっとダイヤル」のカードを印刷し、子どもがそれを自分で

切り取ってカードとして保持できるように工夫を凝らしています。受信した手紙の中には、カード部分が

切り取られたものが多数あり、手紙を書いた子どもがカードとして保持してくれているようです。また、令

和４年度からは、小学生向けの手紙用紙に自由記述式であったものに「悩みの内容」や「感情（気持ち）」

などの項目を追加し、子どもが選択肢の中から丸を付けて選べるようなデザインに変更しています。「感

情（気持ち）」に丸をつけられるようになったことで、子どもたちの気持ちがより明確に相談調査専門員に

伝わってくるようになりました。 

 

 

 

 

 

おおつっこ手紙相談用紙 
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③ おおつっこ相談チーム通信の配布 

 

令和７年度は、６月・１０月・２月に市立の小中学校に通う子どもを対象に「おおつっこ相談チーム通信」

を配布しました。「小学校低学年向け」、「小学校高学年向け」、「中学生向け」と学齢に合わせて内容を

変更し、おおつっこ相談チームの活動や日々の相談活動を通じて感じていること、子どもに伝えたいこと

などを書いて届けるようにしています。 

通信の中にコラムや遊びを取り入れたページなども盛り込み、子どもが読んで楽しいと思えるような

通信を作成するように心がけています。 

また、おおつっこ相談チームの活動方針を保護者の方にも理解してもらうために、「保護者のみなさま

へ」と題し、活動方針について説明するコーナーを設けています。通信を通じてあらかじめ説明をしてお

くことで、おおつっこ相談チームの活動方針を理解した上で相談を寄せる保護者も少なくなく、そういっ

た事案では、子どもとの面談にスムーズにつながり、子どもの思いを確認しながら対応することができま

した。 

令和７年度の秋号からは、通信の配布時に各教室で後述のおおつっこ相談チームの紹介動画（３０

秒）を上映していただくよう、学校へ依頼しています。 

 

 

 

お
お
つ
っ
こ
通
信
秋
号 

中
学
生
版 
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（２） おおつっこふれあい交流会 

 

相談調査専門員が、地域に出向いて子どもたちと関わる活動を「おおつっこふれあい交流会」と称し、

毎年、夏休み期間中に大津市内の児童館や児童クラブを訪問していましたが、新型コロナウイルス感染

症の感染が拡大した令和元年度以降は、出前授業やふれあい交流会など訪問して行う広報・啓発活動

を見送ってきました。 

令和６年度からは大津市内の児童館（全６ヶ所）の訪問、館長や児童厚生員との懇談、遊び等を通じ

た子どもたちとの交流を再開しており、令和７年度についても、同様の活動を行いました。また、子どもた

ちに向けた啓発ポスターを作成し、各児童館や児童クラブ（民間含む）、市民センター、図書館へのポス

ター掲示を依頼しています。 

児童館は、子どもたちが学校や学齢という壁を越えて他者とふれあう貴重な地域の活動の場です。

乳幼児期から成人まで長期的に切れ目なく子どもの成長を支援することができる貴重な機関であり、長

い年月をかけて醸成された“安心できる関係性”から、「学校や家庭よりも気を許して自分のことを話す

ことができる。」と感じている子どもも少なくないように感じます。 

近年、ひとり親家庭や夫婦共に就労している家庭も少なくなく、長期休暇などに子どもたちが安心し

て自由でいられる（自分でしたいことを決められる）場所が必要であり、児童館はその役目を果たしてい

ると考えられます。 

 

 

  

 

 

イベントポスター 相談窓口ポスター 
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（３） おおつっこ相談チームの紹介動画 

 

令和５年度、子どもたちに、おおつっこ相談チームを知ってもらい、より身近な相談窓口として、気軽に

相談してもらえるように「おおつっこ相談チームの紹介動画（30秒）」を作成しました。 

動画の内容は、いじめや友達関係で悩んだときの相談窓口として、おおつっこ相談チームを紹介し、

無料の電話や手紙で相談を受け付けていることを説明するとともに、相談者を応援し、その気持ちが晴

れるように協力したいというメッセージを伝えるものとなっています。 

令和７年度に配布した広報・啓発物品にも二次元コードを掲載するなどして周知しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市役所YouTubeチャンネル                            

「おおつっこ相談チーム：いじめや友達関係で悩んだとき（30秒動画）」 

https://youtu.be/U7IFTXVXMWI 

 

大津市ホームページ 

「おおつっこ相談チームの紹介（子どものみなさんへ）」 

https://www.city.otsu.lg.jp/ijime_taisaku/kodomo/2/1.html 

 

 

 

 

 

紹介動画（画面抜粋） 

～いじめや友達関係で悩んだときの「おおつっこ相談チーム」～ 

https://youtu.be/U7IFTXVXMWI
https://www.city.otsu.lg.jp/ijime_taisaku/kodomo/2/1.html
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３ 相談・調整活動例の紹介 

 

 実際の相談・調整活動例について、個人情報保護の観点から複数の事例を一般化し、一部加工してご

紹介します。 

■事例 1 中学校 1年生Aさんの場合 子どもからの相談 【友人関係の悩み】   

2学期が始まって1カ月が経った頃、中学校1年生Aさんから1通の手紙が届いた。 

A さんは、小学生の頃から、おおつっこ相談チームの存在を知っていたが、相談するのは初め

てとのことであった。 

手紙には、クラスメイトの友達から強い口調で言われたり、笑われたりすることがあると記入し

てあった。悲しい気持ちになり、どうしたらいいのかわからないという思いがたくさん綴られてい

た。手紙返信を担当することになった相談調査専門員 X は、A さんの気持ちに共感した上で、3

つの提案をした。 

① Aさんが話しやすい大人の人に相談する。 

② 手紙を書いて、クラスメイトにやめてほしいことを伝える。 

③ Aさんが疲れたと感じたら、クラスメイトと距離を置いて過ごす。 

2週間後、Aさんから 2通目の手紙が届いた。Aさんは、相談調査専門員 Xが提案した中から

【③ A さんが疲れたと感じたら、クラスメイトと距離を置いて過ごす】を実践してみたとの報

告が書かれていた。Aさんは実践したことで、少し気分が楽になったとのことであった。 

それ以降、A さんとは、何度か手紙でのやりとりが続いた。A さんが相談したことに相談調査

専門員 X がいくつか提案をし、A さんが「これならできそう！」と思える提案を実践した結果を

報告するという流れが定番となった。 

次第に A さんは、学校における友人関係の悩みだけでなく、家族関係のこと、自分自身のこと、

推し活のことなどさまざまなことを書くようになった。相談調査専門員 X は、手紙のやりとりを

通して、少しずつ A さんとの信頼関係を築くことができていると感じていたため、電話で話して

みることをAさんに提案した。 

数週間後、A さんから届いた手紙には、「電話で話してみようかな」という気持ちになっている

ことが書かれており、相談調査専門員Xから電話をかけてよい日もいくつか書かれていた。 

そしていよいよ相談調査専門員 XとAさんが電話で話すときがきた。相談調査専門員 Xは、少

し緊張しながら A さんに電話をかけ、A さんも「もしもし…」と緊張した声で電話に出た。A さ

んが電話をしようと思ったきっかけは、「相談調査専門員 X がどんな人なんだろうとちょっと興味

が出てきた。」とのことであった。はじめは他愛もない話から始め、Aさんの緊張は解けた。 

緊張が解けた A さんは、手紙では書ききれなかった思いをたくさん話し、新たに、部活の人

（以下、Cさん）から悪口を言われていることを相談した。 

C さんとは、同じクラスで 1 学期は仲良く過ごしていた。しかし、2 学期に入り、A さんが部

活のレギュラーになったことで、C さんから距離を置かれ、悪口を言われるようになったとのこ

とだった。相談調査専門員 X が、【今後の C さんとの関係】について尋ねると、A さんは「1 学

期のときのようにCさんと仲良くしたい」という意向を語った。 
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相談調査専門員 X と話す中で、A さんがまだ学校の先生に相談したことがないことが分かった。

相談調査専門員 Xから、学校で話しやすい先生はいるのか尋ねると、Aさんは「担任の先生だ。」

と答えた。担任の先生なら相談できそうと思えた A さんは、相談調査専門員 X と一緒に担任の先

生にどうしたら伝わりやすいかを考えた。相談調査専門員 X と話しながら A さんは、【事前に担

任の先生に伝えたいことをメモにして、メモを見ながら先生に伝える】ことを決めた。 

 それから 1カ月後、相談調査専門員X宛てにAさんから電話があった。Aさんは電話相談をし

た翌日に担任の先生へ相談したとのことだった。担任の先生は、A さんの思いをじっくり聞いて

くれ、C さんとの関係修復を手伝ってくれた。担任の先生が立ち合いの元、A さんの思いを C さ

んに伝え、C さんからは、「自分がレギュラーになれなくて悔しくて、つい悪口を言ってしまった。

ごめんなさい。」と謝罪を受けたとのことだった。お互いの思いを確認し合えたことで、C さんと

より仲が深まったと A さんは感じ、今では、1 学期のときよりも仲良くすることができていると

報告をした。 

電話の終わり際に A さんは、「勇気を出して電話相談に変えてみてよかった。」と話した。相談

調査専門員 X からは、「何か悩んだり、話したいなと思ったりしたら、いつでも電話をしてほしい。

手紙相談を続けることもできる。」と伝えた。A さんは「何かあったらまた相談します。ありがと

うございました。」とハキハキとした声で答えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手紙相談のやりとりを何度か続けて、電話相談に移ったケースです。A さんのように、顔の見えない相手と

電話で話すのは緊張するという子どもは少なくありません。一方、手紙なら自分の思いや考えをじっくり考え

て書くことができるという子どもや、文字を書くことで自分の考えが整理されていくという子どももいます。手

紙のやりとりを何度かすることで、信頼関係を築き、子どもの安心感を得られたところで、電話で話す提案を

するといったように子どものペースに合わせて、相談方法を変更していく大切さをこのケースから学びました。 

相談調査専門員は、子どもたちが安心して学校で過ごせるよう色々な提案をすることがありますが、1 番

大切なことは、子ども自らが答えを出したり、「これならできそう！」と思える方法を相談調査専門員と話す中

で決めたりすることです。A さんも、相談調査専門員との会話をきっかけに「担任の先生に相談してみよう。」

と答えを出し、実行しました。 

相談調査専門員は、どうしたら解決するのか提案を行うだけでなく、子どもたちの力を信じ、子どもたち自

ら、問題解決に向けて動くことができるよう、後押しをする役割も担うことが大切であると感じています。 
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■ 事例2 小学校6年生Bさんの場合 保護者からの相談 【クラスメイトからのいじめ・学校対応】 

5 月の連休を終えた頃、小学校 6 年生の B さんの母（以下：「母」）が、「おおつっこほっと

ダイヤル」へ電話相談したことをきっかけに親子でおおつっこ相談チームへつながった。 

Bさんは、５年生までは、特に大きなトラブルもなく、楽しく学校生活を送ることができていた。

６年生になって、初めて同じクラスになった D さんから、悪口や SNS による誹謗中傷などのい

じめを受けるようになった。B さんは、「D さんと何人かのクラスメイトから、じっと見られて、

笑われたり、無視されたり、コソコソ悪口を言われている。」と、担任の先生に相談したが、「気

のせいじゃないかな。先生も気を付けて見ているし大丈夫だよ。」と言われ、Bさんの気持ちに寄

り添った対応ではなく、状況は何も変わらなかった。 

B さんは、D さんからのいじめと、担任の先生の対応をきっかけに、人を信頼する気持ちをな

くし、教室に入ることができなくなり、次第に登校することができなくなった。 

相談調査専門員Xは、母との電話相談を続け、母の不安な気持ちを丁寧に聞いた。 

6月に入り、Bさんは母と一緒に面談に来てくれた。Bさんは、親子分離面談を希望し、Bさん

は子担当の相談調査専門員 Y と、母は親担当の相談調査専門員 X との面談を実施した。B さんは、

やや緊張しているようだったが、「学校に行かなければと思うけれど、行けない。」「学校や勉強

が嫌いなわけではないが、クラスメイトからどう思われているのかなど考えたら、怖くて教室に入

れない。」と涙ながらに話し、「母に心配をかけていることがつらい。」と伝えてくれた。相談調

査専門員 Y は、B さんの傷ついた気持ちを受け止め、どのような問題解決を望んでいるのかを丁

寧に聞き取り、Bさんの意向に沿った問題解決を目指すために、Bさんとの面談を継続することを

提案した。 

Bさんは、何度か面談を重ねるうちに、Bさんの気持ちを先生にわかってもらい、一緒に解決策

を考えてもらいたいと考えるようになった。B さんは、相談調査専門員 Y との面談で、先生に伝

える項目を整理し、『いじめや悪口のない落ち着いたクラスで学校生活を送りたい。』という気持

ちを、相談調査専門員Yの立ち合いのもと、担任の先生へ伝えることができた。 

担任の先生と学年団の先生は、Bさんと相談しながらクラスメイトへの聞き取りを実施し、その

後、関係児童への指導、クラスでの話し合いがおこなわれた。B さんは、先生立会いのもと、D

さんから謝罪を受け、同じことを繰り返さないという約束をしてもらえた。その後、同様の事案は

起こっていない。 

Bさんは、徐々に安心、安全な学校生活を取り戻すことができ、修学旅行にも参加することがで

きたが、相談調査専門員 Yと Bさんの週 1回の面談は、しばらく継続することになった。面談で

は、学校における対人関係の悩みや、中学校への不安、家族との関わり方などさまざまなことが語

られた。その後、徐々に月１回ほどのペースでの面談となり、年度末の面談での、「今は、スッキ

リした気持ちです。中学生は新しいスタートです。勉強や部活動などいろいろなことに挑戦しよう

と思っているので、一旦、面談を終わりにしたい。」という B さんの意向を受けて、相談終結と

なった。相談調査専門員 X から、「また何かあれば、いつでも連絡を待っているからね。おおつ
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っこ相談チームは、いつも B さんのことを応援しています。」と伝えると、B さんは、「気軽に

相談できる場所があるっていいですね。」と笑って答えた。 

 

 

学校の初期対応の遅れが、子どもの傷つきを大きくしてしまったケースです。大人への信頼を回復させ、子

どもが安心感を取り戻すことを優先しながら、子どもの意向に沿った問題解決を目指しました。いじめ対策

推進室（おおつっこ相談チーム）では、いじめ問題の解消後もしばらく相談を継続し、子どもの意向を確認し

たうえで相談終結とします。そのような対応が、Ｂさんの新しい環境へのポジティブなスタートにつながったの

だと感じます。 

Ｂさんのように「学校には行きたいけれど、怖くて行けない。」「親に心配をかけて申し訳ない。」という思い

を持つ子どもは少なくありません。当該事案を通して、まずは、子どもの気持ちや意向を受け止め、大人の解

決策を押し付けるのではなく、本人が安心して行動選択できるようにサポートしていくことの大切さを改めて

学ぶことができました。子どもが安心して相談できる条件には、やはり信頼関係があるように感じます。私たち、

いじめ対策推進室（おおつっこ相談チーム）は、めまぐるしく変わる時代の中で生きる子どもたちが、安心して

相談できる窓口となれるように今後も相談及び啓発活動に努めていきます。 
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毎年、相談調査専門員が担当しているコラムですが、今回は趣向を変え、いじめ対策推進室長であった立場か

らお届けします。 

私は、令和５年度から令和７年度までの３年間、いじめ対策推進室に在籍していました。実はそれだけではなく、

いじめ対策推進室、そして大津の子どもをいじめから守る委員会が設置された平成２５年度から、平成２７年度ま

での３年間も、いじめ対策推進室で担当を務めていたのです。 

平成２５年度、私たちが相談を受けた事案数は１８３件でした。令和７年度は【１８８】件です。ほぼ同じ件数です

が、前者のうち初回相談者が子どもであったものは、わずか１９件でした。これまで、私たちは一貫して、子どもの声

を聴き、その最善の利益を考えて支援するという方針で取り組んできました。しかし、最初は子どもからの相談は非

常に少なかったのです。 

子どもたちに相談してもらうために、マスコットキャラクターを作ったり、メールでの相談受付を始めたり、試行錯

誤してきました。令和７年度、「おおつっこ相談チーム」の認知率は、小中学生ともに８割を上回り、初回相談者が子

どもであった事案数は【１３６】件にのぼりました。 

そして、相談対応回数は、平成２５年度の６５０回に対し、令和７年度は【１，４８２】回と倍以上に増えました。特に

学校・関係機関等は【６６７】回と非常に多く対応しています。子どもからの声を受け、その最善の利益のために必

要となる密接な連携、丁寧な関係調整を行うことが、少しずつできるようになってきたのです。 

とはいえ、私たちが対応できるものは、本市のいじめのごく一部でしかありません。子どものいじめを一番見つけ

ているのは学校現場です。平成２５年度、大津市立小中学校による、いじめの疑い報告は５８７件でした。それから、

教員等の目が行き届くよう様々な取組が進められ、令和３年度以降は８，０００件台で推移しています。 

「令和６年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」では、人口当たりの認知件

数は、全国の倍以上となっています。同調査では、いじめの発見のきっかけについて、３割以上が本人から、２割以

上が保護者から訴えがあったものとなっており、この割合も全国に比べ、非常に高くなっています。 

私たちも、悩んだときは、家族や学校の先生など、身近な大人に相談するよう子どもたちに伝えてきました。一方

で、心配をかけたくないなど、身近な大人に相談できない子どもたちもいます。そんなときに子どもたちの思いを受

け止める場所として、私たちの存在も、また重要であると感じています。 

このように、この１３年間で、本市の子どもたちのいじめを取り巻く状況は大きく変わりました。しかしながら、まだ

道半ばであるとも感じています。私たちが取り扱う事案には、何年にも及ぶ長期対応となるものも少なくありません。

一時的に解決したように見えても、うまくいかなくなることもあります。それでも、傷つき、力を失っていた子どもたち

が、「三歩進んで二歩下がる」を繰り返してでも、少しずつ前を向いて、「もう大丈夫」と思わせてくれるようになっ

た姿も、確かに見てきました。その眩しい姿は、私たちにも力を与えてくれます。これからも、私たちは初心を忘れず、

不断の取組を続けていきます。このコラムをご覧の皆様も、それぞれの立場で、大津の子どもたちのため、できるこ

とを意識していただけると幸いです。 

あなたの気持ちが晴れますように。 

                               

令和７年度 いじめ対策推進室長  中谷 祐士 

コラム  
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Ⅲ 会議の開催状況その他の活動実績 

 

１ 定例会 

 

 令和７年度の守る委員会では１２回の定例会を開催し、本市が相談等を受けたいじめ事案などに

ついて報告を受け、審査や助言等を行いました。 

第１回 令和７年４月４日(金) 

第２回 令和７年６月２日(月) 

第３回 令和７年６月23日(月) 

第４回 令和７年８月１日(金) 

第５回 令和７年８月21日(木) 

第６回 令和７年９月25日(木) 

 

第７回 令和７年10月17日(金)  

第８回 令和７年11月21日(金) 

第９回 令和７年12月26日(金) 

第10回 令和８年１月23日(金) 

第11回 令和８年２月20日(金) 

第12回 令和８年３月27日(金) 

 また、このうち３回の定例会（第２回、第８回、第 11回）において、第３期大津市いじめの防

止に関する行動計画（大津市いじめ防止基本方針）の中間見直し案について報告を受け、意見等を

述べました。 

 

２ 委員活動 

 

 守る委員会では、定例会以外に、委員が、実際の事案に関わる助言や調整等をはじめ、活動状況

報告書や調査報告書の作成等を含む活動を行っております。 

 令和７年 11月 25日(火)  大津市内中学校における事案対応に関する協議、助言 

   

３ 委員が講師を務めた研修 

 

 本市や教育委員会が実施する各種研修において、委員が講師を務めました。 

令和７年 12月 19日(金) 

  相談対応・学校実務担当者向け研修「増え続ける問題行動・不登校と『よい子』の生きづら 

さ」（山岡委員） 

 

 令和８年２月 10日(火) 

  大津市立小中学校生徒指導主事・主任対象研修「校内でのアセスメント －アセスメントシー 

トを使った模擬事例による演習－」（佐々木委員長） 
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参考 資料編 

 

１ 条例及び規則 

 

（１）大津市子どものいじめの防止に関する条例                                         

平成25年２月19日／条例第１号 
 

全ての子どもは、かけがえのない存在であり、一人一人

の心と体は大切にされなければなりません。子どもの心と

体に深刻な被害をもたらすいじめは、子どもの尊厳を脅か

し、基本的人権を侵害するものです。しかしながら、いじ

めはいつでもどこにおいても起こり得ると同時に、どの子

どももいじめの対象として被害者にも加害者にもなり得る

ことがあります。このようないじめを防止し、次代を担う

子どもが健やかに成長し、安心して学ぶことができる環境

を整えることは、全ての市民の役割であり責務です。一人

一人の尊厳を大切にし、相互に尊重しあう社会の実現のた

め、いじめを許さない文化と風土を社会全体でつくり、い

じめの根絶に取り組まなければなりません。ここに、いじ

めの防止についての基本理念を明らかにして、いじめの防

止のための施策を推進し、その対策を具現化するためにこ

の条例を制定します。 
 

(目的) 

第１条 この条例は、子どもに対するいじめの防止に係

る基本理念を定め、市、学校、保護者、市民及び事業

者等の責務及び役割を明らかにするとともに、いじめ

の防止に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、子どもが安心して生活し、学ぶことができる環

境をつくることを目的とする。 

(基本理念) 

第２条 いじめは、子どもの尊厳を脅かし、重大な人権

侵害であるとの認識の下、市、学校、保護者、市民及

び事業者等は、子どもが安心して生活し、学ぶことが

できる環境を整え、一人一人の尊厳を大切にし、相互

に尊重しあう社会の実現のため、それぞれの責務及び

役割を自覚し、主体的かつ積極的に相互に連携して、

いじめの防止に取り組まなければならない。 

(用語の定義) 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) いじめ 子どもに対し、当該子どもと一定の人間関

係のある者が行う心理的又は物理的な影響を与える行

為（インターネットを通じて行われるものを含む。）

であって、当該行為の対象となった子どもが心身の苦

痛を感じているものをいう。ただし、児童虐待の防止

等に関する法律（平成12年法律第82号）第２条に規定

する児童虐待に該当するものは除く。 

(2) 子ども 第４号に規定する学校に通学する児童及び

生徒その他これらの者と等しくいじめの防止の対象と

認めることが適当と認められる者をいう。 

(3) 市立学校 大津市立学校の設置に関する条例(昭和39

年条例第28号)別表に掲げる小学校及び中学校をいう。 

(4) 学校 前号に規定する市立学校並びに本市の区域内

にある市立学校以外の小学校、中学校、高等学校及び

特別支援学校をいう。 

(5) 保護者 親権を有する者、未成年後見人その他の子

どもを現に監護する者をいう。 

(6) 市民 本市の区域内に居住し、通勤し、又は通学す

る者(第４号に規定する学校に通学する者を除く。)を

いう。 

(7) 事業者等 本市の区域内で営利を目的とする事業を

行う個人及び法人並びにスポーツ、文化及び芸術その

他の各種の事業又は活動を行う個人及び団体をいう。 

(8) 関係機関等 警察、子ども家庭相談センターその他

子どものいじめの問題に関係する機関及び団体をいう。 

(市の責務) 

第４条 市は、子どもをいじめから守るため、必要な施

策を総合的に講じ、必要な体制を整備しなければなら

ない。 

２ 市は、子どもをいじめから守るため、関係機関等と

緊密な連携を図らなければならない。 

３ 市は、誰もがいじめを許さない社会の実現に向けて、

いじめに関する必要な啓発を行わなければならない。 

 (市立学校の責務) 

第５条 市立学校は、教育活動を通して、子どもの自他

の生命を大切にする心、自他の人権を守ろうとする心、

公共心及び道徳的実践力を育成しなければならない。 

２ 市立学校は、いじめを予防し、及び早期にいじめを

発見するための体制を整えるとともに、子どもが安心

して相談することができるよう環境を整えなければなら

ない。 

３ 市立学校は、当該学校に在籍する子どもの保護者及

び関係機関等と連携を図りつつ、いじめの防止に取り

組むとともに、いじめを把握した場合には、その解決

に向け速やかに、当該学校全体で組織対応を講じ、そ

の内容を市に報告しなければならない。 

４ 市立学校は、子ども自身がいじめについて主体的に

考え行動できるよう、子どもとともに当該学校及び各

学年に応じた環境づくりに取り組まなければならない。 

５ 市立学校は、子どもがより良い人間関係を構築でき

るよう必要な取組を行わなければならない。 

(保護者の責務) 

第６条 保護者は、子どもの心情の理解に努め、子ども

が心身ともに安心し、安定して過ごせるよう子どもを

愛情をもって育むものとする。 

２ 保護者は、いじめが許されない行為であることを子

どもに十分理解させるものとする。 

３ 前２項において、保護者は必要に応じて、市又は学

校に相談その他の支援を求めることができる。 
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４ 保護者は、いじめを発見し、又はいじめの疑いを認

めた場合には、速やかに市、学校又は関係機関等に相

談又は通報をするものとする。 

５ 保護者は、学校が行ういじめの防止に対する取組に

協力するよう努めるものとする。 

(子どもの役割) 

第７条 子どもは、互いに思いやり共に支え合い、いじ

めのない明るい学校生活に努めるものとする。 

２ 子どもは、いじめを受けた場合には、一人で悩まず家

族、学校、友だち又は関係機関等に相談することができ

る。 

３ 子どもは、いじめを発見した場合(いじめの疑いを認

めた場合を含む。)及び友だちからいじめの相談を受け

た場合には、家族、学校又は関係機関等に相談すること

ができる。 

(市民及び事業者等の役割) 

第８条 市民及び事業者等は、それぞれの地域において

子どもに対する見守り、声かけ等を行うとともに、地

域が連携して子どもが安心して過ごすことができる環

境づくりに努めるものとする。 

２ 市民及び事業者等は、いじめを発見し、又はいじめ

の疑いを認めた場合には、市、学校又は関係機関等に

情報を提供するよう努めるものとする。 

(行動計画の策定) 

第９条 市は、基本理念にのっとり、子どもが安心して生

活し、学ぶことができるいじめのない社会の構築を総合

的かつ計画的に推進するため、いじめの防止に関する行

動計画(以下「行動計画」という。)を策定するものとす

る。 

２ 前項に規定する行動計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

(1) いじめのない学校づくりに向けた子どもの主体的な

参画に関すること。 

(2) いじめの防止に向けた教育及び人づくりに関するこ

と。 

(3) いじめの防止に向けた普及啓発活動に関すること。 

(4) 次条に規定するいじめ防止啓発月間に関すること。 

(5) いじめを早期に発見するための施策に関すること。 

(6) いじめを防止し、及び解決するための施策に関するこ

と。 

(7) いじめに関する相談体制等に関すること。 

(8) いじめを受けた子ども及びいじめを行った子ども並

びにその家庭に対する支援に関すること。 

(9) 前各号に掲げるもののほか、いじめのない社会を実

現するために必要なこと。 

３ 市は、第１項の規定により行動計画を策定したとき

は、これを公表するものとする。 

(いじめ防止啓発月間) 

第10条 子どもをいじめから守り、社会全体でいじめの

防止への取組を推進するために、毎年６月及び10月を

いじめ防止啓発月間(以下「啓発月間」という。)とす

る。 

２ 市は、啓発月間において、その趣旨にふさわしい広

報啓発活動を実施するものとする。 

３ 市立学校は、啓発月間において、人権及び道徳に係

る教育を実施するとともに、子どもが主体的にいじめ

の防止に向けた活動を展開できるよう支援及び指導を

行うものとする。 

(相談、通報又は情報の提供) 

第11条 何人も、子どものいじめ（疑いのある場合を含

む。）に関し、市に相談、通報又は情報の提供（以下

「相談等」という。）をすることができる。 

(相談体制等の整備) 

第12条 市は、いじめに関する相談等に速やかに対応す

るとともに、全ての子ども、保護者その他いじめの防

止に関わる者が安心して相談等ができるよういじめに

関する相談体制を整備するものとする。 

２ 市は、いじめを未然に防止し、いじめから子どもを

守るため、いじめに係る情報の一元化を図り、関係機

関等との相互の連携及び迅速かつ適切な対応ができる

よう組織体制を強化するものとする。 

３ 市は、市立学校におけるいじめに係る相談体制の充

実のため、スクールソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラー等の配置に努めるものとする。 

(財政的措置等) 

第13条 市は、この条例の目的を達成するため、適切な

財政的措置を講ずるものとする。 

２ 市長は、この条例の目的を達成するため、必要に応

じて国及び滋賀県に対して適切な措置を講ずるよう要

請するものとする。 

(大津の子どもをいじめから守る委員会) 

第14条 市は、相談等を受けたいじめ(いじめの疑いを認

めた場合として相談等をされたものを含む。以下この

条において同じ。)について、必要な調査、調整等を行

うため、市長の附属機関として、大津の子どもをいじ

めから守る委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

２ 委員会は、市長の諮問に応じるほか、相談等のあっ

たいじめについて、その事実確認及び解決を図るため

に必要な調査、審査又は関係者との調整(以下「調査

等」という。)を行うものとする。 

３ 委員会は、必要に応じて市長に対し、再発防止及び

いじめ問題の解決を図るための方策の提言等を行うこ

とができる。 

４ 委員会は、特に必要があると認めるときは、関係者に

対して資料の提出、説明その他必要な協力を求めること

ができる。 

５ 委員会は、市長の諮問に加えて、教育委員会からの

協議に応じるとともに、必要に応じ、いじめに関して

教育委員会と協議することができる。 

(委員会の組織等) 

第15条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱し、又は任命する。 

(1) 臨床心理士等子どもの発達及び心理等についての専

門的知識を有する者 
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(2) 学識経験を有する者 

(3) 弁護士 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場

合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 前各項に定めるほか、委員会の組織等に関して必要

な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

(是正の要請) 

第16条 市長は、委員会からの調査等の結果の報告を受

け、当該報告を踏まえて必要があると認めるときは、

関係者(調査等の結果により、いじめを行ったと認めら

れる子どもを除く。)に対して是正の要請を行うことが

できる。 

２ 市長は、是正の要請をしたときは、その後の経過の

確認を行い、その結果を委員会に報告するものとする。 

３ 是正の要請を受けた者は、これを尊重し、必要な措

置を執るよう努めるものとする。 

４ 是正の要請を受けた者は、当該是正の要請に係る対

応状況を市長に報告するよう努めるものとする。 

５ 前２項において、当該是正の要請を受けた者が、国

又は滋賀県の所管に属する場合は、この限りでない。 

 (委員会への協力) 

第17条 市立学校、保護者、市民、子ども及び事業者等

は、委員会の調査等に協力するものとする。この場合

において、子どもへの調査等の協力については、子ど

もに過度な負担が生じないよう最大限配慮されなければ

ならない。 

(活動状況の報告及び公表) 

第18条 委員会は、毎年の活動状況を市長に報告するも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定による報告の内容を、市議会に

報告し、及び市民に公表しなければならない。 

３ 市議会は、前項の規定による報告に加えて、必要が

あると認めるときは、市長に対して委員会の活動状況

について報告を求めることができる。 

４ 市長は、前項の規定による報告を求められた場合は、

委員会に対して第１項に規定する活動状況の報告のほ

か、必要な報告を求めるものとする。 

５ 市長は、必要と認めるときは、是正の要請及びその

対応状況の内容を公表することができる。 

(個人情報に対する取扱い) 

第19条 市は、この条例の施行に当たって知り得た個人

情報の保護及び取扱いに万全を期するものとし、当該

個人情報をいじめの防止に関する業務の遂行以外に用

いてはならない。 

２ 委員会の委員は、正当な理由なく、職務上知り得た秘

密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

３ いじめに関する相談等に関係した者は、正当な理由な

く、その際に知り得た個人情報を他人に漏らしてはなら

ない。 

(市立学校以外の学校への協力要請) 

第20条 市長は、市立学校を除く学校の設置者又は管理

者に対して、第５条及び第10条第３項に規定する市立

学校に係る規定について、それぞれ実施されるよう協

力を求めることができる。 

２ 委員会は、市立学校を除く学校の設置者又は管理者

に対して、第17条に規定する市立学校に係る規定につ

いて、協力を求めることができる。 

(委任) 

第21条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

附則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

(検討) 

２ 市長は、この条例の運用実績を検証し、及び子ども

を取り巻く環境の変化等を勘案し、この条例の規定に

ついて検討し、その結果に基づいて条例の改正その他

必要な措置を講ずるものとする。 

附則 

 この条例は、平成27年４月１日から施行する。 
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（２）大津市子どものいじめの防止に関する条例施行規則                                         

平成25年３月29日／規則／教育委員会規則／第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大津市子どものいじめの防止に関

する条例（平成25年条例第１号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（組織体制） 

第２条 政策調整部人権・男女共同参画課いじめ対策推進

室（以下「いじめ対策推進室」という。）は、教育委員

会事務局児童生徒支援課（以下「児童生徒支援課」とい

う。）との連携の下、条例に基づく本市のいじめの防止

に係る総合的な調整、いじめに関する情報の一元管理等

を担うものとする。 

２ 条例第11条に規定するいじめ（疑いのある場合を含

む。以下同じ。）に関する相談等（以下「相談等」とい

う。）への対応その他市長が必要と認める事務を処理さ

せるため、いじめ対策推進室に相談調査専門員を置く。 

３ 相談調査専門員は、前項に規定する事務に関し専門

的な知識又は経験を有する者のうちから市長が任命す

る。 

（相談等の報告等) 

第３条 職員（市立学校の職員を除く。）は、職務上にお

いていじめを認知し、又はいじめの相談等を受けたと

きは、市長の補助機関にあってはいじめ対策推進室に、

教育委員会の補助機関にあっては児童生徒支援課に、

それぞれ直ちに報告するものとする。 

２ 市立学校の職員は、いじめを認知し、又はいじめの相

談等を受けたときは、直ちに当該いじめに係る事実を把

握し、及び子どもに対する必要な支援その他の措置を講

じるとともに、児童生徒支援課に速やかに報告するもの

とする。 

３ 児童生徒支援課は、前２項の報告を受けたときは、

速やかにいじめ対策推進室に報告するとともに、必要

な措置を講じるものとする。 

４ いじめ対策推進室は、いじめの相談等を受けたとき、

又は第１項若しくは前項の報告があったときは、大津の

子どもをいじめから守る委員会（以下「委員会」とい

う。）に適宜報告するものとする。 

５ いじめ対策推進室は、必要があると認めるときは、い

じめに関する情報（個人情報の保護に関する法律（平成

15年法律第57号）第60条第１項に規定する保有個人情報

である場合にあっては、同法第69条第２項の規定により

提供することができるものに限る。）を教育委員会事務

局の関係課その他の関係機関に提供するものとする。 

（身分証明書の携帯） 

第４条 委員会の委員は、条例第14条第２項の規定によ

る調査又は関係者との調整を行う場合には、様式第１

号による身分証明書を携帯し、関係者等に提示するも

のとする。 

２ 相談調査専門員は、第２条第２項の規定による相談

等への対応を行う場合には、様式第２号による身分証

明書を携帯し、関係者等に提示するものとする。 

 

 

（委員会の組織） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互

選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、副委員長がその職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長に共に事故があるとき、又はこ

れらの者が共に欠けたときは、委員長があらかじめ指

名する委員がその職務を代理する。 

（委員会の会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員

長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員（委員長を含む。以下同じ。）の過半数

が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決する。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に関係

者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

５ 会議は、非公開とする。ただし、大津市情報公開条

例（平成14年条例第14号）第７条各号に掲げる情報が

含まれない事項について審議する場合において、委員

長が認めたときは、会議を公開することができる。 

（委員会の庶務） 

第７条 委員会の庶務は、いじめ対策推進室において処

理する。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関

し必要な事項は、市長及び教育委員会が別に定める。 

附則 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附則 

 この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附則 

 この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附則 

 この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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２ 委員名簿 

 

令和７年度 大津の子どもをいじめから守る委員会 委員名簿 

                                （50音順） 

 

        

  

 

  

  

  

  

 

 
※役職は、令和７年度時点のものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ・ｽｰﾊﾟｰｻﾞｲｻﾞｰ 

社会福祉士 

立命館大学非常勤講師 

 

臨床心理士 

公認心理師 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ 

 

臨床心理士 

公認心理師 

滋賀県立大学人間文化学部人間関係学科教授 

 

弁護士（滋賀弁護士会） 

 

（元）立命館大学大学院教職研究科教授 

佐々木
さ さ き

 千里
ち さ と

 

徳田
と く だ

 仁子
き み こ

 

 

松嶋
まつしま

 秀明
ひであき

 

宮本
みやもと

 向日葵
ひ ま わ り

 

山岡
やまおか

 雅
まさ

博
ひろ
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